
議 会 改 革 検 討 委 員 会 日 程（第２７回） 

平成３０年６月２８日（木） 

午前１０時 ６０１会議室 

１ 検討課題の協議 

 (1) 文書質問制度 

 (2) 公聴会、参考人制度の活用ルール化の検討 

 (3) 議決事項の見直し 

 (4) 議案の提出のあり方（指定管理議案など） 

２ その他 
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提案内容の要旨（議決事項の見直し） 

提案会派 要 旨 

自 民 党 

 普通地方公共団体は、条例で議会の議決すべき事

件を定めることができるとされている。本市でも議

会基本条例において議決事件を規定しているが、他

都市の状況を調査・研究し、見直しの必要性につい

て検討したい。 

み ら い 

 現在は議決対象となっていない本市の重要な施策

について、議決対象とすることによる効果や意義に

ついて検討するとともに、他都市の状況を調査した

上で、議決事件の追加の可能性について検討したい。
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政令指定都市における議決事件の追加状況 

１ 地方自治法第９６条第２項に基づく議会の議決事件を規定する条例 

議会基本条例 ６市 
千葉市、横浜市、相模原市、京都市、神戸市、 

川崎市 

議会基本条例 

＋ 

議決事件に 

関する条例 

７市 
札幌市、さいたま市、新潟市、静岡市、堺市、 

岡山市、北九州市 

議決事件に 

関する条例 
７市 

仙台市、浜松市、名古屋市、大阪市、広島市、 

福岡市、熊本市 

２ 追加された議決事件 

基本構想、基本

計画等の策定、

変更または廃止

１９市 

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、

相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、

京都市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、 

北九州市、福岡市、熊本市、川崎市 

姉妹・友好都市

の提携 
６市 

仙台市、さいたま市、新潟市、京都市、堺市、 

川崎市 

都市宣言の制定

または改廃 
３市 さいたま市、相模原市、堺市 

市民憲章の制定

または改廃 
２市 相模原市、堺市 

その他 ― ２－１別表参照 
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２－１ 追加された議決事件 別表

札幌市 電力報償契約の締結又は解除 

仙台市 仙台市環境基本計画の策定、変更又は廃止 

横浜市 

市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向を定め

る計画、指針等(当該計画、指針等の期間が３年以上のもの

のうち、市政運営上特に重要なものに限る。)の策定、変更

又は廃止 

新潟市 都市計画に関する基本方針の策定、変更または廃止 

名古屋市 
名古屋港管理組合設立に伴い、本市が愛知県及び名古屋港管

理組合と締結する職員の身分、財産等に関する協定 

京都市 通称を命名する権利の付与の対象とする施設を定めること 

大阪市 

・株式の売払いでその予定価格が 100,000,000 円以上のもの

・大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎに関する基

本方針の策定 

・大阪市自動車運送事業の引継ぎに関する基本方針の策定 

堺市 

市が当事者となる協定及び提携（これらのうち契約であるも

の及び法律の定めにより議会の議決を要するものを除き、相

手方が民間企業であるものに限る。）のうち本市に金銭の負

担が見込まれるもの（当該協定又は提携を行う年度の負担の

見込みが 80,000,000 円を超えるものに限り、既に予算の議

決を得ているものを除く。）の締結、変更及び廃止 

福岡市 

・地方自治法第 221 条第 3 項の法人に対する出資及び市が出

資することにより当該法人が同法同条同項の法人となる当

該出資に関すること 

・公有水面の埋立てをする権利を譲り渡し、又は譲り受ける

こと 

川崎市 

市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向性を定

める長期にわたる計画又は指針（行政内部の管理に係る計画

又は指針を除く。）のうち特に重要なものの策定又は変更 
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地方自治法第96条第２項の規定による
議決すべき事件を規定する条例

議決事件に関する規定の内容

札幌市議会基本条例

　（議決事件の拡大）
第23条　地方自治法第96条第2項の規定に基づく議会の議決事件については、市民の負託に応える市政
運営を実現できるよう、別に条例で定める。

札幌市議会の議決すべき事件に関する条例

地方自治法第96条第2項の規定により本市議会の議決すべき事件は、次のとおりとする。
(1)　総合計画（本市における総合的かつ計画的な行政運営を図るため、市政全般にわたる政策の基本的な
方向性を定めるものをいう。）の策定、変更又は廃止
(2)　電力報償契約の締結又は解除

仙 台 市 仙台市議会の議決事件に関する条例

（議決すべき事件）
第二条　市長は、次に掲げる事件については、議会の議決を経なければならない。
一　市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向を総合的かつ体系的に定める計画又は市政の基本的
な施策に係る計画のうちその計画期間が十年以上であるもので次に掲げるものの策定、変更又は廃止
　イ　仙台市基本計画(仙台市基本構想に即した本市の長期的な計画をいう。)
　ロ　仙台市環境基本計画(仙台市環境基本条例第八条第一項に規定する仙台市環境基本計画をいう。)
二　姉妹・友好都市の提携

さいたま市議会基本条例

(議決事件の拡大)
第25条　議会は、市民の負託にこたえる市政運営を実現し、市民福祉の向上と市の発展のために最も適切
な決定を行うことができるよう、議決事件の拡大について検討し、その結果に基づき、必要な措置を講ずるも
のとする。

さいたま市議会の議決すべき事件等に関する条例

（議会の議決及び議会への報告）
第3条　議会の議決すべき事件は、次のとおりとする。
(1)　基本構想又は基本計画を策定し、又は変更すること。
(2)　基本構想又は基本計画を計画期間の満了前に廃止すること。
(3)　相互の地域の発展及び友好関係の構築を目的として他の地方公共団体(外国の地方公共団体を含
む。)と提携をし、又はこれを解消すること。
(4)　都市宣言(市の対処すべき重要な課題等について、市の意思や主張を内外に宣明し、市政運営上の根
幹として方向付けをするものをいう。)を制定し、又は改廃すること。

千 葉 市 千葉市議会基本条例

(議決事件の追加)
第16条　地方自治法第96条第2項に規定する議会の議決すべき事件は、他の条例に定めるもののほか、基
本構想（市政の総合的かつ計画的な運営を図るために長期的な展望に立って定める構想をいう。）及び基
本計画（基本構想に基づき市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向を総合的かつ体系的に定める計
画をいう。）の策定、変更又は廃止とする。

横 浜 市 横浜市議会基本条例

(法第96条第2項の議決事件)
第13条　法第96条第2項に規定する条例で定める議会の議決すべき事件は、次に掲げるものとする。
(1)基本構想(市政の総合的かつ計画的な運営を図るために長期的な展望に立って定める構想をいう。以下
同じ。)の策定、変更(軽微な変更を除く。以下同じ。)又は廃止
(2)基本計画(基本構想に基づき市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向を総合的かつ体系的に定め
る計画をいう。以下同じ。)の策定、変更又は廃止
(3)市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向を定める計画、指針等(当該計画、指針等の期間
が3年以上のもののうち、市政運営上特に重要なものに限る。)の策定、変更又は廃止

相 模 原 市 相模原市議会基本条例

(議決事件)
第11条　地方自治法第96条第2項の規定により定める議会の議決すべき事件は、次のとおりとします。
(1)総合計画の基本構想の策定及び改廃
(2)市民憲章の制定及び改廃
(3)都市宣言の制定及び改廃

新潟市議会基本条例

　（議決事件）
第13条　地方自治法第96条第2項の規定に基づく議会の議決事件については，別に条例で定めます。

新潟市議会の議決に付すべき事件に関する条例

(１)　基本構想（市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るために定める構想をいう。以下同じ。）及
び基本計画（基本構想を実現するための基本的な計画で，市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向
を総合的かつ体系的に定めるものをいう。以下同じ。）の策定，変更又は廃止
(２)　姉妹都市又は友好都市の提携又は解消
(３)　都市計画法第18条の2の規定により定める都市計画に 関する基本的な方針の策定，変更又は廃止

静岡市議会基本条例
(議決事件)
第11条　地方自治法第96条第2項の規定に基づく議会の議決すべき事件については、別に条例で定める。

静岡市議会の議決すべき事件等を定める条例

（市議会の議決すべき事件）
第2条　市長は、静岡市自治基本条例第15条第1項に規定する基本構想及び基本計画の策定、変更又は廃
止に当たっては、あらかじめ市議会の議決を経なければならない。

浜 松 市 浜松市市政に係る重要な計画の議決等に関する条例

（議会の議決）
第3条　市長は、基本構想又は基本計画の策定、変更又は廃止に当たっては、あらかじめ、議会の議決を経
なければならない。

名 古 屋 市 市会の議決すべき事件等に関する条例

（議決すべき事件）
第2条　自治法第96条第2項の規定に基づく市会において議決すべき事件は、次のとおりとする。
(1)基本構想(本市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための構想をいう。以下同じ。)及び総合
計画(基本構想に基づき、長期的な展望に立った市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向性を総合
的かつ体系的に定める計画をいう。以下同じ。)の策定、変更(総合計画にあっては、軽微な変更を除く。以
下同じ。)又は廃止
(2)名古屋港管理組合設立に伴い、本市が愛知県及び名古屋港管理組合と締結する職員の身分、財産等
に関する協定

政令指定都市における議決事件の追加状況

札 幌 市

新 潟 市

さ い た ま 市

静 岡 市
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地方自治法第96条第２項の規定による
議決すべき事件を規定する条例

議決事件に関する規定の内容

京 都 市 京都市会基本条例

(市会の議決に付すべき事件等)
第18条　地方自治法第96条第2項の規定に基づき市会の議決に付すべき事件は，次のとおりとする。
(1)基本計画(地方自治法の一部を改正する法律による改正前の地方自治法第2条第4項の規定に基づき定
めた基本構想を実現するための基本的な計画で，市政全般にわたり総合的かつ体系的に定めるものをい
う。以下同じ。)の策定，変更又は廃止
(2)姉妹都市盟約の締結
(3)通称を命名する権利の付与の対象とする施設(重要な公の施設に関する条例別表第1に掲げる施設に限
る。)を定めること。ただし，当該施設の一部を対象とする場合を除く。

地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべき
事件に関する条例

株式の売払いでその予定価格が100,000,000円以上のもの

大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎに関する
基本方針の策定を地方自治法第96条第2項の規定による
議会の議決すべき事件とする条例

大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎに関する基本方針の策定

大阪市自動車運送事業の引継ぎに関する基本方針の策定
を地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべ
き事件とする条例

大阪市自動車運送事業の引継ぎに関する基本方針の策定

堺市議会基本条例

(議決事件及び報告案件の拡大)
第6条　地方自治法第96条第2項に規定する議会の議決すべき事件及び議会へ報告すべき案件について
は、別に条例で定める。

堺市議会の議決すべき事件等に関する条例

（議会の議決すべき事件）
第2条　市長は、次に掲げる事件については、議会の議決を経なければならない。
(1)基本構想(本市が総合的かつ計画的な行政の運営を図るために定める構想をいう。以下同じ。)の策定及
び改廃
(2)基本計画(前号の基本構想を実現するための市政全般に係る基本的施策の方向を総合的かつ体系的に
示す計画をいう。以下同じ。)の策定及び改廃
(3)姉妹都市又は友好都市の提携及びその提携の解消
(4)都市宣言の制定及び改廃
(5)市民憲章の制定及び改廃
(6)本市が当事者となる協定及び提携(これらのうち契約であるもの及び法律の定めにより議会の議決を要
するもの(法第96条第1項第5号に規定する契約を除く。)を除き、相手方が民間企業(国と民間企業との間の
人事交流に関する法律第2条第2項第1号から第4号までに規定するものをいう。)であるものに限る。)のうち
本市に金銭の負担が見込まれるもの(当該協定又は提携を行う年度の負担の見込みが80,000,000円を超え
るものに限り、既に予算の議決を得ているものを除く。)の締結、変更及び廃止

神 戸 市 神戸市議会基本条例

(議決事件)
第8条　地方自治法第96条第2項に規定する条例で定める議会の議決すべき事件は，次に掲げるものとす
る。
(1)基本構想(市政の総合的かつ計画的な運営を図るために長期的な展望に立って定める構想)の策定，変
更又は廃止
(2)基本計画(基本構想に基づき市政全般に係る政策及び施策の基本的な方向を総合的かつ体系的に定め
る計画)の策定，変更又は廃止

岡山市議会基本条例
(議決事件)
第13条　地方自治法第96条第2項の規定に基づく議会の議決事件については，別に条例で定める。

市議会の議決すべき事件に関する条例
(1)基本構想（本市が総合的かつ計画的な行政の運営を図るために定める構想をいう。）の策定及び改廃
(2)基本計画（前号の基本構想を実現するための市政全般に係る基本的施策の方向を総合的かつ体系的に
示す計画をいう。）の策定及び改廃

広 島 市 議会の議決すべき事件に関する条例

地方自治法第96条第2項に規定する議会の議決すべき事件は、他の条例に定めるもののほか、広島市基
本構想（本市の将来の都市像及びそれを実現するための施策の構想について定めるものをいう。以下同
じ。）又は広島市基本計画（広島市基本構想を達成するための施策の大綱を総合的かつ体系的に定めるも
のをいう。）の決定、変更又は廃止とする。

北九州市議会基本条例
(議決事件)
第8条　地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべき事件については、別に定める。

北九州市市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例

（議会の議決）
第3条　市長は、基本構想及び基本計画の策定、変更又は廃止に当たっては、あらかじめ議会の議決を経
なければならない。

福岡市市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例
（議会の議決及び議会への報告）
第3条　市長は，基本構想及び基本計画の策定，変更又は廃止に当たっては，あらかじめ，議会の議決を経
なければならない。

地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべき
事件に関する条例

地方自治法第96条第2項の規定に基き，議会の議決すべき事件を次のように定める。
(1)　地方自治法第221条第3項の法人に対する出資及び市が出資することにより当該法人が同法同条同項
の法人となる当該出資に関すること。
(2)　公有水面の埋立てをする権利を譲り渡し，又は譲り受けること。

熊 本 市
地方自治法第96条第2項の規定により議会の議決すべき
事件を定める条例

（議決事件の指定）
第2条　前条に規定する議会の議決すべき事件は、熊本市自治基本条例第１３条第１項に規定する基本構
想又は基本計画の策定、変更又は廃止とする。

川 崎 市 川崎市議会基本条例

（議決事件）
第8条　地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべき事件は、次のとおりとする。
(1) 基本計画の策定又は変更
(2) 市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向性を定める長期にわたる計画又は指針（行政内
部の管理に係る計画又は指針を除く。）のうち特に重要なものの策定又は変更
(3) 姉妹都市若しくは友好都市の提携又はこれらに類するもの

岡 山 市

北 九 州 市

福 岡 市

大 阪 市

堺 市
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検討項目「議案の提出のあり方（指定管理議案など）」に関する  

提案要旨（みらい） 

本市においては、指定管理議案など、複数の対象や案件をまとめ

て一つの議案として提出されている例がある。議案審査のさらなる

充実を目指して、他都市の状況を参考にしつつ、議案の提出のあり

方について研究したい。
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政令指定都市における議案の提出方法 

１ 指定管理者指定議案 

一括

して

提出 

施設の設置 

条例ごとに 

１議案 

５市 
仙台市、＊ 1横浜市、名古屋市、神戸市、 
＊ 1川崎市 

公募案件ごと

に１議案 
５市 千葉市、浜松市、大阪市、堺市、北九州市 

施設の種別 

ごとに１議案 
２市 札幌市、新潟市 

施設ごとに 

個別の議案 
８市 

＊ 1さいたま市、＊ 1相模原市、静岡市、 
＊ 1京都市、＊ 1岡山市、＊ 1広島市、福岡市、 

熊本市 
＊ 1…補足説明あり 詳細資料参照 

２ 市道路線の認定及び廃止 

１議案 １１市 

札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、新潟市、 

名古屋市、大阪市、堺市、神戸市、北九州市、 

川崎市 

取扱種別ごとに

１議案 
７市 

さいたま市、相模原市、静岡市、浜松市、京都市、

広島市、福岡市 

申請単位ごとに

個別の議案 
１市 ＊ 2岡山市 

案件ごとに 

個別の議案 
１市 熊本市

＊ 2…補足説明あり 詳細資料参照 

３ 人事案件 

対象種別ごとに

１議案 
１１市 

札幌市、仙台市、横浜市、新潟市、浜松市、 
＊ 3大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、

川崎市 

対象者ごとに 

１議案 
９市 

さいたま市、千葉市、相模原市、＊ 3静岡市、 
＊ 3名古屋市、京都市、堺市、＊ 3岡山市、熊本市 

＊ 3…補足説明あり 詳細資料参照 
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４ 同一の制定理由に基づく条例改正 

１議案 １６市 

札幌市、仙台市、＊4 さいたま市、千葉市、横浜市、

相模原市、＊4 新潟市、＊4 浜松市、＊4 名古屋市、 
＊4 大阪市、堺市、神戸市、岡山市、＊4 広島市、 

北九州市、川崎市 

条例ごとに 

個別の議案 
３市 ＊4 静岡市、＊4 京都市、熊本市 

個別に判断 １市 福岡市 

＊4
…補足説明あり 詳細資料参照 

５ その他の一括して提出する議案 

町（字）の区域及び

名称の変更 
４市 札幌市、新潟市、岡山市、北九州市 

損害賠償額の決定 

及び和解 
２市 神戸市、福岡市 

市営住宅建設工事 

請負契約において 

分割発注がある議案 

１市 大阪市 

なし １３市 

仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、 

相模原市、静岡市、浜松市、名古屋市、 

京都市、堺市、広島市、熊本市、川崎市 
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各政令指定都市における議案の提出方法
指定管理者指定議案 市道路線の認定及び廃止 人事案件

同一の制定理由に基づく
条例改正

その他の
一括して提出する議案

札 幌 市 施設の種別ごとに１議案 １議案 対象種別ごとに１議案 １議案 町（字）の区域及び名称の変更

仙 台 市 施設の設置条例ごとに１議案 １議案 対象種別ごとに１議案 １議案 なし

さ い た ま 市

施設ごとに個別の議案
（※原則施設ごとだが、併設施設・近
隣施設をまとめて募集する場合もあ
る）

取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止、変更）

対象者ごとに個別の議案
１議案
（※他の改正理由がある場合は個
別の議案）

なし

千 葉 市 公募案件ごとに１議案 １議案 対象者ごとに個別の議案 １議案 なし

横 浜 市
施設の設置条例ごとに１議案
（※合築施設で一の指定管理者を指
定するものは１議案）

１議案 対象種別ごとに１議案 １議案 なし

相 模 原 市
施設ごとに個別の議案
（※一部、施設の種別ごとに１議案と
して提出している例もある）

取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止）

対象者ごとに個別の議案 １議案 なし

新 潟 市 施設の種別ごとに１議案 １議案 対象種別ごとに１議案
１議案
（※他の改正理由がある場合は個
別の議案）

町（字）の区域及び名称の変更

静 岡 市 施設ごとに個別の議案
取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止、変更）

対象者ごとに個別の議案
（※人権擁護委員の推薦は１議案）

条例ごとに個別の議案
（※過去に１議案で提出した例あ
り）

なし

浜 松 市 公募案件ごとに１議案
取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止、変更）

対象種別ごとに１議案
１議案
（※他の改正理由がある場合は個
別の議案）

なし

名 古 屋 市 施設の設置条例ごと１議案 １議案

対象者ごとに個別の議案
（※農業委員会委員、固定資産評価
審査委員会委員、土地利用審査会委
員の選任、人権擁護委員の推薦は１
議案）

１議案
（※複数局が所管する条例が改正
される場合等は所管局の条例ごと
に個別の議案として提出している
例もある）

なし

京 都 市

施設ごとに個別の議案
（※複数施設で同一の指定管理者を
指定する議案について、１議案として
いる例がある。）

取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止、変更）

対象者ごとに個別の議案

条例ごとに個別の議案
（※複数の関係条例の改正につい
て、いくつかの議案にまとめて提
出した例がある）

なし

大 阪 市 公募案件ごとに１議案 １議案
対象種別ごとに１議案
（※副市長の選任は対象者ごとに個
別の議案）

１議案
（※人事委員会勧告に基づく複数
の職員給与関係条例の改正は、
個別の議案）

市営住宅建設工事請負契約におい
て分割発注がある議案

堺 市 公募案件ごとに１議案 １議案 対象者ごとに個別の議案 １議案 なし

神 戸 市 施設の設置条例ごとに１議案 １議案 対象種別ごとに１議案 １議案
損害賠償額の決定及び和解（同一
理由による複数の相手方を一括）

岡 山 市

施設ごとに個別の議案
（※複数施設で同一の指定管理者を
指定する議案について、１議案として
いる例がある。）

申請単位ごとに個別の議案
（※開発道路等で１つの申請に複数
の路線があった場合でも１件の議案
として提出）

対象者ごとに個別の議案
（※固定資産評価委員の選任、人権
擁護委員の推薦等は１議案）

１議案 町（字）の区域及び名称の変更など

広 島 市

施設ごとに個別の議案
（※複数施設を一体的・総合的に管理
することにより、施設相互の連携が図
られ、また、効率的な管理が期待でき
る施設は、複数施設をまとめて１議案
とする）

取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止）

対象種別ごとに１議案

１議案
（※条例改正の趣旨が異なる場合
などは、条例ごとに個別の議案と
して提出することもある）

なし

北 九 州 市 公募案件ごとに１議案 １議案 対象種別ごとに１議案 １議案 町（字）の区域及び名称の変更

福 岡 市 施設ごとに個別の議案
取扱種別ごとに１議案
（認定、廃止、変更）

対象種別ごとに１議案 個別に判断
損害賠償額の決定及び和解（同一
理由による複数の相手方を一括）

熊 本 市 施設ごとに個別の議案 案件ごとに個別の議案 対象者ごとに個別の議案 条例ごとに個別の議案 なし

川 崎 市

施設の設置条例ごとに１議案
（※合築施設で一の指定管理者を指
定するものは１議案）
（※区スポーツセンターは選定事務を
各区で個別で行ったため、施設ごとに
個別の議案）
（※保育園は設置条例は一つだが施
設ごとに個別の議案）

１議案 対象種別ごとに１議案 １議案 なし
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